
年齢的人口構成バランスを整えるため、夫婦に小学生未満の子供がいる世帯及び40歳未満の夫婦のみの世帯の転入・
定住を促進し、活力ある地域社会を築くことを目的とする。
また、市内の空き家の有効活用を通して、河内長野市への定住促進による地域の活性化を図る。

転入・定住促進の観点から、子育て・若年夫婦マイホーム取得補助制度や空き家バンク制度を実施している
が、マイホーム取得補助制度は平成２８年度で終了するため今後の制度について見直しを行う。また空家等の
有効活用の観点からも取り組んでいく必要が有る。今後の

方向性

良好な住環境を形成する市街地整備
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部都市創生課

事業： 住宅政策関係事業 1289

10

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

補助制度利用世帯の定住・転入者数は増加しているため。

A

平成２７年度に１６８件の申請があり、昨年度を上回ったが、今後より効果
的な制度へ見直しの余地があるため。

A
A

B

目

標

転入・定住を促進し、人口構成バランスを整えて活力ある地域社会を築く。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

98,226

81,169

2.20

0.00

81,169

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 2,077

901

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

113,633

112,143

1,490

0

0

121,315

1.00

0.00

2,564

1,099

-32,464

-30,974

-1,490

0

0

-23,089

1.20

0.00

-487

-198

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

17,057

0

事業費（決算額） 81,169

7,682

0

113,633

9,375

0

-32,464 (千円)

 (千円)

 (千円)
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